
 

包括民間管理委託する因幡浄苑の管理運営費に係る債務負担行為の概要 

 

（単位：千円） 

限度額 期  間 
財   源   内   訳 

国 県 起債 その他 一般財源 

707,592 令和7年度～令和9年度 0 0 0 0 707,592 

 

[施設の概要] 

因幡浄苑は、平成１２年度に供用開始したし尿処理施設である。 

（１）施設内容等  

所在地 鳥取市秋里 1037番地 1 

処理対象物 し尿、浄化槽汚泥、集落排水汚泥 

（２）近年のし尿等の搬入量  

                                      （単位：㎘） 

 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

し尿・浄化槽汚泥 17,312 17,124 16,586 15,696 14,773 

集落排水汚泥 21,038 20,782 21,122 20,557 22,796 

合計 38,350 37,906 37,708 36,253 37,569 
 

[事業の内容] 

（１）委託期間     ３年 

（２）受託者選定方法  総合評価一般競争入札 

（３）業務内容     施設の管理運転業務、機械設備等の定期修繕、各種点検・水質分析等 

[現在の状況] 

令和４年度から令和６年度にかけて、因幡浄苑の包括管理委託を行った。 

（１）現包括管理受託者     公益財団法人鳥取市環境事業公社（総合評価一般競争入札） 

（２）前回債務負担行為限度額  705,712千円（令和 4年度～令和 6年度） 

（３）現包括管理委託料     698,500千円（令和 4年度～令和 6年度） 

[今後のスケジュール] 

１０月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは次のとおり 

令和６年１２月 包括管理委託業務総合評価一般競争入札の入札参加者の公募を開始 

令和７年 ２月 包括管理委託業務総合評価一般競争入札審査会を開催し、落札候補者を選定 

令和７年 ３月 包括管理委託業務の契約を締結 

令和７年 ４月 業務開始 

 

【１】提出議案関連資料 

議案第１３号（案）関連資料 
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項 目
【
事
業
の
概
要
】

　
事
務
局
本
庁
舎
は
、
本
組
合
が
平
成
７
年
度
に
現
建
屋
（
昭
和
５
２
年
度

竣
工
）
を
取
得
・
改
修
し
、
事
務
局
執
務
室
等
と
し
て
活
用
す
る
と

と
も
に
、
平
成
１
１
年
度
に
は
、
共
同
処
理
事
務
の
増
加
に
伴
い
利
便
性
の

向
上
を
図
る
た
め
、
事
務
局
分
庁
舎
を
竣
工
し
現
在
に
至
っ
て
い

る
。

　
近
年
、
本
庁
舎
、
分
庁
舎
と
も
に
建
物
・
設
備
の
老
朽
化
が
進
ん
で
い
る

こ
と
か
ら
、
令
和
２
年
度
か
ら
計
画
的
に
修
繕
を
実
施
し
て
お
り
、

最
終
年
度
と
な
る
令
和
５
年
度
は
、
事
務
局
本
庁
舎
及
び
分
庁
舎
の
外
部
改

修
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。
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事
業
の
成
果
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２
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事
務
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庁
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の
空
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設
備
修
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］
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５
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］
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今
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の
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向
性
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務
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庁
舎
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概
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課
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計
名
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業
の
概
要

一
般

会
計

議案第１４号（案）関連資料

2



項
　

目
　

名

令
和

５
年

度
担
当
課

衛
生
費

し
尿
処
理

費

施
設
管
理

費

（
単
位
：
千
円
）

78
,9

5
0 0

78
,9

5
0

65
,6

7
6

金
　

額

国
庫
支
出
金
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0
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価

結
果

施
設
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寿
命

化
を

図
る

た
め

に
必

要
な

性
能
を
確
保
す
る
こ
と
が
で
き
た
。

前
年
度
決

算
額

財 源 内 訳

地
方
債

そ
の
他

計

そ
の

他
財

源
の

内
訳

款
【
問
合
せ
先
】
環
境
管
理
係
　
08
57
-2
6-
05
32

項 目
【
事
業
の
概
要
】

　
し
尿
等
の
処
理
に
お
い
て
各
処
理
槽
は
防
食
塗
装
が
施
さ
れ
て
お

り
、
コ
ン
ク
リ
ー
ト
層
の
腐
食
を
防
ぐ
構
造
と
な
っ
て
い
る
。

　
因
幡
浄
苑
は
平
成
１
２
年
の
供
用
開
始
以
降
、
こ
れ
ま
で
各
処
理

槽
の
防
食
塗
装
修
繕
を
行
っ
て
い
な
い
た
め
、
経
年
劣
化
に
よ
り
ア
ン
モ
ニ

ア
等
に
よ
る
防
食
塗
装
部
分
の
腐
食
が
激
し
く
な
っ
て
い
る
。

　
令
和
２
年
度
か
ら
計
画
的
に
各
処
理
槽
の
防
食
修
繕
を
行
っ
て
お

り
、
令
和
５
年
度
の
調
整
槽
(２

槽
)の

修
繕
で
予
定
し
て
い
た
処
理
槽
の
防

食
修
繕
を
完
了
し
た
。

　 【
事
業
の
成
果
】

　
令
和
２
年
度
　
し
尿
受
入
槽
・
貯
留
槽
　
　
　
　
[決

算
]　

　
42

,0
44
千
円

　
令
和
３
年
度
　
集
排
汚
泥
受
入
槽
・
中
継
槽
　
　
[決

算
]　

　
35

,2
49
千
円

　
令
和
５
年
度
　
調
整
槽
１
・
調
整
槽
２
　
　
　
　
[決

算
]　

　
65

,6
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千
円

　 【
今
後
の
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・
方
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性
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適
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]
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円
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1
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2
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（
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）

0

　
令
和
５
年
度
は
大
き
な
ト
ラ
ブ
ル
も
な
く
順
調
に
稼
働
し
た
。
今

後
も
引
き
続
き
安
全
、
安
心
な
施
設
と
し
て
稼
働
で
き
る
よ
う
適
切
な
運
営

管
理
を
行
う
。

補
正
予
算
額

最
終
予
算
額

手
数
料

(可
燃
物
処
理

手
数

料
)

評
価

結
果

安
全

、
安

心
に

施
設

を
稼

働
す

る
こ

と
が

で
き
た
。

前
年
度
決

算
額

計

そ
の

他
財

源
の

内
訳

財
産

収
入

(
売

電
,
磁
性
物
売
払
収
入
)

（
債
）
リ
ン
ピ
ア
い
な
ば
運
営
管
理
業
務
（
R5
～
R2
4)

（
債
）
環
境
影
響
評
価
事
後
調
査
業
務
（
供
用
後
）
（
R5
～
R8
)

（
債
）
性
能
確
認
試
験
監
理
業
務
（
R5
～
R6
）

  
  
  
南
法
面
地
す
べ
り
調
査
及
び
対
策
工
設
計
業
務

　
　
　
そ
の
他
関
連
業
務

　
　
　
イ
ン
ボ
イ
ス
対
応
計
量
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
改
造
業
務

  
  
  
調
整
池
等
水
質
検
査
業
務

財 源 内 訳

地
方
債

そ
の
他

【
今
後
の
課
題
・
方
向
性
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本
年
度
決

算
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分
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当
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予
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事
業
の
概
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令
和
５
年
４
月
に
本
稼
働
し
た
可
燃
物
処
理
施
設
の
適
正
な
運
営

管
理
に
努
め
、
可
燃
ご
み
の
適
正
処
理
や
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
等
の
発
生
防

止
、
ご
み
の
焼
却
に
よ
る
熱
を
利
用
し
た
発
電
、
見
学
者
の
受
入
れ

等
を
行
っ
た
。

【
事
業
の
成
果
】

　
JF
Eが

行
う
可
燃
物
処
理
施
設
の
運
営
管
理
の
監
督
を
行
い
、
施
設

の
安
定
稼
働
や
万
全
な
環
境
保
全
、
ご
み
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
有
効
活
用
を

図
っ
た
。
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金

0
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2
6

41
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2
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考
）

2
83

,1
2
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評
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 結
果

最
終
予
算
額

本
年
度
決

算
額

区
　
　
　
分

前
年
度
決

算
額

財 源 内 訳

地
方
債

そ
の
他

計

そ
の

他
財

源
の

内
訳

市
町
特
別
負
担

金

用
地

取
得

の
遅

れ
に

よ
り

、
次

年
度

に
計

画
変

更
し

た
事

業
が

あ
る

が
、

概
ね

計
画

通
り

に
庁

舎
整

備
事

業
を

実
施

す
る

こ
と

が
で

き
た

。

【
事
業
の
概
要
】

　
昭
和
5
6
年
以
前
の
旧
耐
震
基
準
で
建
築
さ
れ
て
い
る
消
防
庁
舎
は
、
耐
震
性
を

表
す
I
s
値
が
基
準
以
下
で
あ
り
、
耐
用
年
数
に
到
達
し
老
朽
化
が
進
行
し
て
い
る
こ
と

等
の
問
題
が
生
じ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
消
防
庁
舎
整
備
基
本
方
針
に
基
づ
き
新
築

事
業
を
進
め
て
お
り
、
令
和
５
年
度
時
点
で
事
業
対
象
９
施
設
の
う
ち
、
５
施
設
の
事

業
を
完
了
し
て
い
る
。
ま
た
、
事
業
対
象
で
な
い
庁
舎
に
つ
い
て
も
、
建
物
・
設

備
の
老
朽
化
が
進
ん
で
い
る
こ
と
か
ら
、
計
画
的
に
修
繕
を
実
施
し
て
い
る
。

【
事
業
の
成
果
】

　
■
八
頭
消
防
署
智
頭
出
張
所

　
　
　
令
和
２
年
度
　
新
築
工
事
（
１
年
目
）
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
[
決
算
]
 
 
1
3
9
,
1
1
0
千
円

　
　
　
令
和
３
年
度
　
新
築
工
事
（
２
年
目
）
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
[
決
算
]
　
2
6
0
,
0
1
9
千
円

　
　
　
令
和
４
年
度
　
解
体
工
事
・
地
盤
変
動
調
査
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
[
決
算
]
　
 
1
8
,
8
1
0
千
円

　
　
　
令
和
５
年
度
　
旧
庁
舎
解
体
工
事
後
の
地
盤
変
動
調
査
　
⇒
実
施
な
し
 
 
　
　
[
決
算
]
　
 
　
 
　
0
千
円

　
■
八
頭
消
防
署
用
瀬
出
張
所

　
　
　
令
和
２
年
度
　
基
本
・
実
施
設
計
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
[
決
算
]
　
 
3
8
,
6
0
4
千
円

　
　
　
令
和
３
年
度
　
新
築
工
事
（
１
年
目
）
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
[
決
算
]
　
 
4
1
,
5
9
6
千
円

　
　
　
令
和
４
年
度
　
新
築
工
事
（
２
年
目
）
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
[
決
算
]
　
2
3
1
,
5
6
3
千
円

　
　
　
令
和
５
年
度
　
旧
庁
舎
解
体
工
事
・
地
盤
変
動
調
査
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
[
決
算
]
　
 
2
9
,
1
2
2
千
円

　
■
八
頭
消
防
署
若
桜
出
張
所

　
　
　
令
和
４
年
度
　
基
本
・
実
施
設
計
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
[
決
算
]
 
　
2
9
,
4
8
0
千
円

　
　
　
令
和
５
年
度
　
新
築
工
事
（
１
年
目
）
・
工
事
監
理
業
務
・
地
盤
変
動
調

査
 
 
[
決
算
]
　
　
　
　
0
千
円

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
⇒
令
和
６
年
度
事
業
に
計
画
変

更
　
■
消
防
局
庁
舎

　
　
　
令
和
３
年
度
　
２
・
３
階
屋
上
防
水
改
修
工
事
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
[
決
算
]
　
 
2
3
,
3
3
1
千
円

　
　
　
令
和
４
年
度
　
屋
上
防
水
改
修
工
事
実
施
設
計
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
[
決
算
]
 
　
 
1
,
6
2
5
千
円

　
　
　
令
和
５
年
度
　
屋
上
防
水
改
修
工
事
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
[
決
算
]
　
 
3
6
,
1
0
9
千
円

　
■
気
高
消
防
署
青
谷
出
張
所

　
　
　
令
和
４
年
度
　
屋
根
及
び
外
壁
改
修
工
事
実
施
設
計
 
 
 
 
 
 
 
　
　
　
 
　

　
　
[
決
算
]
　
 
 
1
,
6
4
2
千
円

　
　
　
令
和
５
年
度
　
外
部
改
修
工
事
(
屋
根
及
び
外
壁
）
 
 
 
 
 
　
　
　
　
　
　

　
 
 
[
決
算
]
　
 
1
3
,
4
9
5
千
円

【
今
後
の
課
題
・
方
向
性
】

　
　
引
き
続
き
、
消
防
庁
舎
整
備
基
本
方
針
に
基
づ
き
、
適
正
に
新
築
整
備
、
庁

舎
改
修
を
行
う
。

4
消
防
庁
舎
新
築
・
改
修
事
業

年
　
　
度

消
防
総
務
課

会
計
名

事
業
の
概
要

一
般

会
計

款
【
問
合
せ
先
】
管
理
係
　
0
8
5
7
-
2
3
-
2
4
3
4

項 目

当
初
予
算
額

補
正
予
算
額

5



項
　

目
　

名

令
和

５
年

度
担
当
課

消
防
費

消
防
費

消
防
施
設

費

（
単
位
：
千
円
）

1
11

,3
9
0

△
 1

,6
8
5

1
09

,7
0
5

34
,8

1
5

金
　

額

国
庫
支
出
金

0

県
支
出
金

0

34
,8

0
0 0

市
町
普
通
負

担
金

1
5

34
,8

1
5 0

（
参
考
）

1
09

,6
7
0

評
価

結
果

車
両

納
入

の
遅

れ
に

よ
り

、
次

年
度

に
繰

越
し
た
事
業
が
あ
る
が
、
概
ね
計
画
的
に
更
新
整
備
を
図
る
こ
と
が
で
き

た
。

前
年
度
決

算
額

財 源 内 訳

地
方
債

そ
の
他

計

そ
の

他
財

源
の

内
訳

款
【
問
合
せ
先
】
管
理
係
　
08
57
-2
3-
24
34

項 目
【

事
業

の
概

要
】

　
長

期
間

使
用

に
よ

り
老

朽
化

し
た

車
両

・
資

機
材

を
年

次
計

画
に

基
づ
き

更
新

す
る

も
の

。
　 【

事
業

の
成

果
】

　
■

令
和

３
年

度
　

　
　

災
害

対
応

特
殊

水
槽

付
消

防
ポ

ン
プ

自
動

車
（

鳥
取

消
防

署
 
１
台

）
 
　

　
　

　
　

　
　

[
決

算
]
　

　
　

　
 
6
2
,
3
7
0
千

円
　

　
　

高
規

格
救

急
自

動
車

（
鳥

取
消

防
署

 
１

台
）

 
　

　
　

　
　

　
　
　

　
　

　
　

　
　

 
　

 
[
決

算
]
　

　
　

　
 
3
3
,
7
5
9
千

円

　
■

令
和

４
年

度
　

　
　

災
害

対
応

特
殊

消
防

ポ
ン

プ
自

動
車

（
吉

方
出

張
所

 
１

台
）

 
 
　

　
　

　
　

　
　

　
　

 
[
決

算
]
　

　
　

　
 
4
2
,
7
9
0
千

円
　

　
　

高
規

格
救

急
自

動
車

（
鳥

取
消

防
署

及
び

気
高

消
防

署
 
各

１
台
）

 
　

　
　

　
　

　
　

　
[
決

算
]
　

　
　

　
 
6
6
,
8
8
0
千

円

　
■

令
和

５
年

度
　

　
　

災
害

対
応

特
殊

高
規

格
救

急
自

動
車

（
湖

山
消

防
署

 
１

台
）

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

 
[
決

算
]
　

　
　

　
 
3
4
,
8
1
5
千

円
　

(
債

)
災

害
対

応
特

殊
は

し
ご

付
消

防
ポ

ン
プ

自
動

車
（

湖
山

消
防

署
 
１

台
）

（
R
5
～

R
6
）

　
 
[
決

算
]
　

　
　

　
　

　
　

0
千

円
 
 
 
 
 
 
災

害
対

応
特

殊
水

槽
付

消
防

ポ
ン

プ
自

動
車

（
湖

山
消

防
署

 
１
台

）
（

R
6
へ

繰
越

）
　 　

■
令

和
６

年
度

　
(
債

)
災

害
対

応
特

殊
は

し
ご

付
消

防
ポ

ン
プ

自
動

車
（

湖
山

消
防

署
 
１

台
）

（
R
5
～

R
6
）

　
［

決
算

見
込

］
 
 
 
1
6
0
,
6
0
0
千

円
 
 
 
 
 
 
災

害
対

応
特

殊
水

槽
付

消
防

ポ
ン

プ
自

動
車

（
湖

山
消

防
署

 
１
台

）
（

R
5
か

ら
繰

越
）

［
決

算
見

込
］

　
 
 
6
6
,
5
5
0
千

円
　 　 【

今
後

の
課

題
・

方
向

性
】

　
　

引
き

続
き

、
消

防
車

両
等

更
新

計
画

に
基

づ
き

適
正

に
更

新
整

備
を
行

う
。

　

当
初
予
算
額

補
正
予
算
額

最
終
予
算
額

本
年
度
決

算
額

区
　
　
　
分

5
消
防
ポ
ン
プ
自
動
車
・
高
規
格
救
急
自
動
車
　
更
新
事
業

年
　
　
度

消
防
総
務
課

会
計
名

事
業
の
概
要

一
般

会
計
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項
　

目
　

名

令
和

５
年

度
担
当
課

消
防
費

消
防
費

消
防
施
設

費

（
単
位
：
千
円
）

14
,4

2
1

△
 2

,3
2
1

12
,1

0
0

12
,1

0
0

金
　

額

国
庫
支
出
金

0

県
支
出
金

0 0

12
,1

0
0

市
町
普
通
負

担
金

0

12
,1

0
0

12
,1

0
0 0

（
参
考
）

0

評
価

結
果

令
和

６
年

度
の

高
機

能
消

防
指

令
セ

ン
タ

ー
更
新
業
務
に
向
け
、
計
画
通
り
に
実
施
設
計
を
完
了
す
る
こ
と
が
で
き

た
。

前
年
度
決

算
額

財 源 内 訳

地
方
債

そ
の
他

計

そ
の

他
財

源
の

内
訳

市
町
特
別
負
担

金

款
【
問
合
せ
先
】
シ
ス
テ
ム
管
理
係
　
08
57
-2
9-
68
95

項 目
【
事
業
の
概
要
】

　
現
在
の
消
防
緊
急
通
信
指
令
シ
ス
テ
ム
は
、
平
成
２
６
年
に
運
用

開
始
し
、
機
能
の
ほ
ぼ
全
て
が
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
に
よ
り
構
成
さ
れ
作
動
し

て
お
り
、
シ
ス
テ
ム
の
耐
用
年
数
は
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
関
係
の
補
修

部
品
の
供
給
を
受
け
る
こ
と
が
可
能
な
年
限
に
制
約
さ
れ
、
最
長
１
２
年
程

度
が
保
守
の
限
界
と
考
え
ら
れ
る
。
当
消
防
局
が
運
用
し
て
い
る
消

防
指
令
シ
ス
テ
ム
は
、
運
用
開
始
か
ら
９
年
経
過
し
て
お
り
当
事
業
完
了
予

定
の
令
和
７
年
度
末
に
は
１
２
年
が
経
過
す
る
こ
と
と
な
り
、
老
朽

化
に
よ
る
更
新
時
期
を
迎
え
る
も
の
で
あ
る
。

　
ま
た
、
NT
T固

定
電
話
回
線
の
規
格
変
更
(回

線
の
IP
化
)へ

の
対
応

を
令
和
９
年
１
月
ま
で
に
、
緊
急
車
両
と
指
令
セ
ン
タ
ー
を
つ
な
ぐ
無
線

回
線
（
Fo
ma
３
G）

の
停
波
へ
の
対
応
を
令
和
７
年
度
末
ま
で
に
行
う

こ
と
が
必
須
で
あ
り
、
計
画
的
に
更
新
す
る
も
の
。

　 【
事
業
の
成
果
】

　
令
和
５
年
度
　
実
施
設
計
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
[決

算
］
　

 　
　
12
,1
00
千
円

　 【
今
後
の
課
題
・
方
向
性
】

　
現
行
設
備
の
運
用
を
安
定
的
に
行
い
な
が
ら
、
更
新
整
備
を
着
実

に
実
施
す
る
。

　 　
　
　
令
和
６
年
度
　
高
機
能
消
防
指
令
セ
ン
タ
ー
整
備

　
　
　
令
和
７
年
度
　
高
機
能
消
防
指
令
セ
ン
タ
ー
整
備
　
　
[債

務
負
担
］
　
1,
29
2,
54
4千

円

当
初
予
算
額

補
正
予
算
額

最
終
予
算
額

本
年
度
決

算
額

区
　
　
　
分

6
高
機
能
消
防
指
令
セ
ン
タ
ー
整
備
事
業

年
　
　
度

情
報
指
令
課

会
計
名

事
業
の
概
要

一
般

会
計
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高機能消防指令センター更新事業

１ 事業の経過
（１）更新業務

構成市町と本組合の職員からなる選定委員会を設置し、公募によるプロポーザルを実
施した。最優秀提案者（２事業者によるＪＶ）との協議を経て、仮契約を締結した。

○委託契約名 ：高機能消防指令センター更新業務

○契 約 額 ：金１,２８１,５００千円

○契約相手方 ：富士通Ｊａｐａｎ・東京センチュリー共同企業体

（２）支援業務

昨年度実施した設計業務の相手方と随意契約する。

〇委託契約名 ：高機能消防指令センター更新支援業務

〇契 約 額 ：金１１,０４４千円

〇契約相手方 ：三井共同建設コンサルタント株式会社

（３）移行業務

更新業務の相手方が、既設の無線とデータをそのまま利用できるため、実施しない。

議案第１５号（案）関連資料

２ 補正予算及び財源更正
・仮契約の締結をもって、令和６年度の請求は行われないことが確定したため、減額補正を
行う。

・本年度から、本事業が有利な起債（緊急防災・減災事業債）の対象となったため、来年度
当初予算にて財源の更正を行う予定としている。

令和５年度 令和６年度 令和７年度

１ 設計業務【完了】

２ 更新業務：設備等を更新する事業本体 【1,295,374千円】
⇒1,281,500千円

３ 支援業務：調達支援、施工監理等の業務支援【11,044千円】

４ 移行業務：新旧設備のデータ移行、無線接続【93,432千円】⇒0円

12,100千円【決算額】 518,150千円【予算額】
⇒0円【補正１号】

881,700千円【予算額】
⇒1,292,544千円

総事業費 1,411,950千円 ⇒1,304,644千円

３ 今後の事業の行程

令和６年度 令和７年度

４～６月 ７～９月 １０～１２月 １～３月 ４～１２月 １～３月

１ 設計業務 【令和５年度完了】

２ 更新業務 執行伺
選定委員会
審査要領策定

公告

企画提案
業者決定
仕様調整
仮契約

議決承認
本契約
業務開始

更新業務
中間検査

１１９切替
完成検査

３ 支援業務 契約 調達支援 施工監理 完成検査

４ 移行業務 【実施しない】
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消防用設備撤去に係る損害賠償事案の和解について 
 

１ 損害賠償の額及び和解の内容 

 ⑴ 相手方 

   鳥取市今町二丁目１５３番地 

   日ノ丸観光株式会社 

   代表取締役社長 勝井 博久 

 

⑵ 損害賠償の額 金８２０,１６０円 

≪内訳≫ 二酸化炭素消火設備撤去費 金７５６，３６０円 

      大型消火器設置費     金 ６３，８００円 

※全額『（一財）全国消防協会消防業務賠償責任保険』で補填 

 

⑶ 当組合及び相手方は、上記損害賠償内容のほか、何らの債権債務がないことを

相互に確認する 

 

２ 原因 

相手方が所有するホテルニューオータニ鳥取の二酸化炭素消火設備（以下「当該設

備」という。）は、当該施設の危険物許可施設に対し設置された消防用設備である。 

相手方から、当該設備の取扱いについて確認を受けた際、当組合職員が誤った回答

をしたため、相手方が既設の当該設備を撤去した。 

  当該設備の撤去に伴い、これに代わる消防用設備（大型消火器）が必要となった。 

 

３ 経過 

令和５年３月 鳥取消防署が消防用設備の取扱いについて相手方から確認を受ける 

→当該設備の設置は不要と伝える 

令和６年５月 相手方が当該設備を撤去 

７月 予防課と鳥取消防署合同での立入検査の際、当該設備が撤去されて 

いるのを確認 →誤った回答をしたことが発覚 

     ８月 相手方と対応を協議 

当該設備に代わるものとして法令基準を満たす大型消火器を設置する

こととし、設置を確認 

９月 損害賠償の対応について、全国消防長会消防行政相談係及び同顧問 

弁護士に相談 

 

４ 再発防止策 

 ⑴ 消防局内で危険物許可施設の情報共有を実施 

⑵ 危険物許可施設の消火設備についての研修を実施 

⑶ 設備の相談があった場合には、担当課と各署の双方で内容を確認 

議案第１６号（案）関連資料 
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消防庁舎整備事業の進捗状況について

１ 進捗の概要

消防庁舎整備基本方針による対象施設：９施設
うち整備完了５施設（事業進捗 55.6％）

報告事項１

【進行中の事業】２施設

（１）八頭消防署若桜出張所

・令和４年度から事業着手し、庁舎の設計業務が完了している。

・現在、若桜町による用地造成工事（令和６年９月末完了）と周辺家屋の地盤変

動影響調査を実施中。
・建設工事については、令和７年２月議会後に着工する見込みである。

（２）気高消防署

・今年度から事業着手し、庁舎の設計業務と地質調査を実施中。

・鳥取市による用地造成工事の入札が終了し、今後造成に着手。

・建設工事については、令和７年１０月議会後に着工し、令和８年度中での運用開

始を目指している。

若桜出張所

事 業 名

新築工事

庁舎建設

地盤変動影響調査（事前）
旧庁舎解体

完成

解体工事

地盤変動
影響調査 地盤変動影響調査（事後）

【２】その他関連資料

現庁舎

消防用地
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気高消防署

事 業 名

基本設計・
実施設計

新築工事

解体工事

設計業務 設計書精査

庁舎建設 完成

解体工事

〔受注者〕

○基本・実施設計業務

：株式会社白兎設計事務所

履行期間：令和6年6月12日から

令和7年3月21日まで

○地質調査業務

：株式会社荒谷建設コンサルタント

履行期間：令和6年8月2日から

令和6年10月18日まで

２ 今後の方向性

鳥取消防署吉方出張所と鳥取消防署国府分遣所の庁舎整備について、消防局内に建替

基本計画検討会を立ち上げ検討を行っている。

また、消防庁舎整備基本方針策定後１０年が経過しようとしており、本方針にない消

防庁舎も耐用年数を迎えるようになることから、本方針の見直しについても内部検討を

始めている。

現時点の庁舎整備目標年度は、以下のとおり。

署所名 構造 竣工年月
耐用
年数

経過年 Is値 優先度 整備目標年度

鳥取消防署国府分遣所 鉄骨造平屋建 S54.9 38年 44年 0.10 B R6～8年度

鳥取消防署吉方出張所 鉄骨造平屋建 S52.3 38年 47年 0.53 B R7～9年度

気高消防署青谷出張所 鉄骨造平屋建 H2.3 38年 34年 ― C R8年度以降検討

湖山消防署 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造２階建 S53.3 50年 46年 0.96 C R8年度以降検討

消防局・鳥取消防署 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造４階建 H1.3 50年 35年 ― C R8年度以降検討
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３ 建替基本計画検討会

（１）建替基本計画主旨

鳥取消防署吉方出張所と鳥取消防署国府分遣所（以下「現庁舎」）は、広域発足

当初に建築され、築４０年以上経過し老朽化が進むとともに、消防車両の大型化等

により庁舎が著しく狭隘な状況になっている。

また、耐震性が乏しく倒壊する危険性が高い庁舎と診断されている。

さらに、昨今の異常気象等による災害対応、人口減少社会における公共施設の最適

配置等の観点から、庁舎としての消防活動拠点機能を強化する必要がある。

現消防用地が狭隘であり、現庁舎で業務継続しながら建替えを行うことができない

ため、移転を考える必要があり、その候補地等を検討するものである。

（２）建替基本計画検討会の開催について

消防局内で検討会を起ち上げ、今後の計画についてより詳細な検討を進めている。

① 検討会開催期間

第１回：令和６年６月２１日（金）

第２回：令和６年７月２２日（月）

第３回：令和６年８月２７日（火）

② 検討課題

ア 建替えに関する課題・要望について

イ 移転候補地の選定について

ウ 新庁舎に求める消防力と消防用地について

エ 吉方出張所と国府分遣所の統合について

【参考】現消防用地に近年建替えを実施した用瀬出張所庁舎を当てはめる。

（吉方出張所の場合） （国府分遣所の場合）

いずれも、業務継続しながらの建替えが困難な状況である。
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令和７年度中国・四国ブロック緊急消防援助隊合同訓練について 

 

１ 緊急消防援助隊とは  

緊急消防援助隊は、大規模な災害が発生したときに、被災地の消防力を助けるために

全国から駆けつける消防隊で、阪神・淡路大震災をきっかけに創設された。 

本年１月に発生した「令和６年能登半島地震」では鳥取県の緊急消防援助隊も出動し、

全国２１都府県から延べ約５万９千人の消防職員が出動した。 

 

２ ブロック合同訓練とは  

本訓練の主催は総務省消防庁、中国四国９県、全国消防長会中国・四国支部であり、中

国四国の９県で訓練の担当を持ち回り、令和７年度が鳥取県の担当となる。現在、鳥取

県、県内３消防局で調整し、鳥取県東部を主会場とした計画で準備を進めている。 

訓練内容と訓練規模は、火災、地震、土砂災害などの大規模な災害を想定したシナリオ

に基づいて、緊急消防援助隊がどのように連携して活動するかを学ぶものとなる。また、

消防機関だけで１５０隊６００名程度の部隊が訓練に参加し、さらに、航空隊、自衛隊、

警察、海上保安庁、医療機関等も訓練に参加するため、鳥取県内で開催される災害対応訓

練としては、最大規模の訓練となる。 

 

３ 開催日時（予定） 

令和７年１１月１日（土）８時３０分から同月２日（日）１２時まで 

 ※消防庁が、令和６年１０月中に開催日の最終決定を行う予定 

 

４ 訓練内容及び会場  

１日目：午前 図上訓練（鳥取県庁、東部消防局） 

午後 実動訓練（湖山池（青島公園）、殿ダム、ヤマタスポーツパーク（宿営地）） 

２日目：午前 実動訓練（リンピアいなば） 

 

５ 訓練参加人数及び役割  

１日目：消防職員約１４０名 運営、訓練参加 

消防団員約１００名 運営（道路整理、駐車場管理）、訓練参加 

２日目：消防職員約１４０名 運営、訓練参加 

      消防団員約１００名 運営（道路整理、駐車場管理）、訓練参加 

報告事項２ 
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